
人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

721 1,014 990471 計 806 740606 551 503 480495計 665 664 629 1,139 1,064

　□ある　・　■ほとんどない73

1,113 960

52　□ある　・　■ほとんどない 三石中 75 70 72 58 5768 68

④管理運営に係るコスト削減の余地はあるか？143 143 139 140178 181 166 159④管理運営に係るコスト削減の余地はあるか？ 伊里中 196

　・　□負担は求められない448 435 415 403- - 461 471　・　□負担は求められない 備前中 -

　■適正である　・　□見直しの余地あり103 87 84 80132 122 117 108273 278 　■適正である　・　□見直しの余地あり 三石小370 336 299 284伊部小 421 408 386

51 52 47 5071 52 47 42130 118 （国等の基準、近隣団体に比べてどうか） 東鶴山小

261 266

香登小 146 161 153 147 137 128 131

332 318 304 28977 75 ③受益者負担は適正か？ 伊里小89 78 76 80西鶴山小 98 95 90

　□検討の必要あり　・　■検討の必要なし
効
率
性
評
価
の
根
拠

①施設の規模は適正か？（園児数等の観点から）

247 249 243 ③受益者負担は適正か？

49 （国等の基準、近隣団体に比べてどうか）

73

年　度 Ｈ25(見込) Ｈ26(見込) Ｈ27(見込)Ｈ24 Ｈ25(見込) Ｈ26(見込) Ｈ27(見込)

　■適正である　・　□適正でない

②廃止・近隣施設との統合について ②廃止・近隣施設との統合について

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24　□検討の必要あり　・　■検討の必要なし

①施設の規模は適正か？（園児数等の観点から） 園児・児童・
生徒数の推移

施設名： 備前市立伊里共同調理場
　■適正である　・　□適正でない

園児・児童・
生徒数の推移

施設名： 備前市立西鶴山共同調理場

効
率
性
評
価
の
根
拠

年　度 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

園児・児童・生徒　数 721 1,139 1,113

39,024 63,210

55,496

千円

人

64,833

58,251 ％

判定理由

39,024 63,210 64,833 千円 Ｈ24年度の状況及び管理運営の改善案 共同調理場の調理能力を生かすため配食する学校
の再編統合を終え、組織や機構改善ではなく、給
食提供内容の改善・充実が求められる。千円 共同調理場の調理能力を生かすため配食する学校の再編統合

後、食材の外部納入に起因する異物混入、配送遅延という事
故があり、安全で安心な給食提供のため調理・作業の改善充
実を一層図る必要がある。

C6,920 16,401 16,837 千円

千円

4,990

施設名

1人当たりコスト（一般財源） 54,125

7,322 833 千円

財
源

保育料･使用料･授業料･給食費等

所在地 備前市友延309番地1

目
的
・
意
図
す
る
成
果

学校教育の一環として、安全で
栄養バランスのとれた学校給食
が提供できるよう共同調理場な
ど、給食施設の運営管理を行い
ます。

維持補修費

管理運営
方法

■一部委託
　委託内容（給食運搬、消防設
備点検、電気保安管理、浄化槽
管理、機材点検、米飯調理一部
委託）
□すべて直営

一般財源

4.0

臨時職員 6.0 15,348 7.6

2.0 11,766 3.3 20,327

19,160

人件費

建設年月平成14年3月

その他（　　　　　　）

合　計

正規職員

物件費

備前市立伊里共同調理場 対象
市内の小学校児童・中学校生
徒、教職員（教師、事務職員、
調理員）

調理場
鉄骨造　2階建　1,108㎡
平成14年3月
調理能力　1,400食

効率性評価
※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間） 判定

25,474 人/千円 毎年経常的に必要な修繕費

□統廃合を検討する
□指定管理者制度の導入が可能
□全面委託が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円 　施設、設備機器修繕料　500千円

今後5年間に必要となる大規模改修費

ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 建設内容・規模

経
　
　
　
費

項　　　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績 単位

％

ＰＬＡＮ ＤＯ

44,531 53,30547,463

人

29,371 千円

園児・児童・生徒　数 551

ＣＨＥＣＫ

児童・生徒が減少しており、将来的には共同調理場の調理能
力を生かすため配食する学校の再編に合わせ、単独調理場を
統合することを考える余地があるものの、現段階では必要を
認めない。

判定理由

合　計 29,854 26,986 29,371 千円 Ｈ24年度の状況及び管理運営の改善案 学校再編整備基本計画外の学校を担当する共同調
理場であり、特段の管理運営変更を検討する環境
にない。
統廃合には、現在主流となっている米飯炊飯設備
がないことと、本調理場がガス調理施設であり、
他の電気調理施設とのバランスに配慮する必要が
ある。

千円

建設年月平成8年3月

その他（　　　　　　）

調理場
鉄骨造　1階建　460㎡
平成8年3月
LPＧ庫
鉄骨造　７㎡
平成8年3月
調理能力　800食

人件費

正規職員

千円

C

千円

効率性評価
※評価の根拠
は下記にあり

12,358 人/千円臨時職員 4.5

今後5年間に必要となる大規模改修費

物件費 9,177 4,803 7,178 千円

維持補修費 3,800 4,319

保育料･使用料･授業料･給食費等

629 606

一般財源 29,854 26,986

11,511 4.8 12,224 4.9

1.0 1.0

平成22年度実績 平成23年度実績 単位 修繕・大規模改修（今後5年間） 判定

5,516 1.0 5,516 人/千円 毎年経常的に必要な修繕費

□統廃合を検討する
□指定管理者制度の導入が可能
□全面委託が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

　施設、設備機器修繕料　500千円

4,443

項　　　　目 平成21年度実績

施設名 備前市立西鶴山共同調理場 対象
市内の小学校児童、教職員（教
師、事務職員、調理員）

5,366

基本情報 施設の目的等 建設内容・規模

経
　
　
　
費

所在地 備前市畠田22番地1

目
的
・
意
図
す
る
成
果

学校教育の一環として、安全で
栄養バランスのとれた学校給食
が提供できるよう共同調理場な
ど、給食施設の運営管理を行い
ます。

管理運営
方法

■一部委託
　委託内容（給食運搬、消防設
備点検、電気保安管理、浄化槽
管理、機材点検、米飯調理委
託）
□すべて直営

財
源

1人当たりコスト（一般財源）

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

8.6 21,689

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　保　育　園　・　調　理　場　）

基本目標 03
地域文化と人が輝くまちづ
くり

基本施策
問合せ先

（担当課・係・職・氏名）
教育総務課・庶務係・係長・入江章行01 未来を支える人材を育むまちづくり 01 給食施設管理運営事業施策 05 学校給食 事務事業



人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

562 490 459599 計 603 592682 669 653 619647計 764 755 716 541 515

　□ある　・　■ほとんどない153

529 436

129221 　□ある　・　■ほとんどない 吉永中 157 150 154 166 144178 163

④管理運営に係るコスト削減の余地はあるか？

日生中 228 230 196 179 178 178 203 200

8 5 4 514 11 9 6155 ④管理運営に係るコスト削減の余地はあるか？ 三国小 13

　・　□負担は求められない

日生東小 173 173 186 186 194 189 181 170

16 14 12 1538 33 23 1610 　・　□負担は求められない 神根小 42

　■適正である　・　□見直しの余地あり

日生南小 4 7 8 5 6 10 11 12

232 227 209 201269 271 249 255- - 　■適正である　・　□見直しの余地あり 吉永小- - - -大多府小 3 - -

9 8 10 1511 10 12 12154 137 （国等の基準、近隣団体に比べてどうか） 神根幼

88 93

日生西小 217 206 207 210 208 190 163

111 109 103 8983 76 ③受益者負担は適正か？ 吉永幼102 83 86 89日生幼 139 139 119

　□検討の必要あり　・　■検討の必要なし
効
率
性
評
価
の
根
拠

①施設の規模は適正か？（園児数等の観点から）

86 83 75 ③受益者負担は適正か？

18 （国等の基準、近隣団体に比べてどうか）

194

年　度 Ｈ25(見込) Ｈ26(見込) Ｈ27(見込)Ｈ24 Ｈ25(見込) Ｈ26(見込) Ｈ27(見込)

　■適正である　・　□適正でない

②廃止・近隣施設との統合について ②廃止・近隣施設との統合について

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24(見込)　□検討の必要あり　・　■検討の必要なし

①施設の規模は適正か？（園児数等の観点から） 園児・児童・
生徒数の推移

施設名： 備前市立吉永共同調理場
　■適正である　・　□適正でない

園児・児童・
生徒数の推移

施設名： 備前市立日生共同調理場

効
率
性
評
価
の
根
拠

年　度 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

園児・児童・生徒　数 562 541 529

27,580 23,382

43,220

千円

人

24,230

45,804 ％

判定理由

27,580 23,382 24,230 千円 Ｈ24年度の状況及び管理運営の改善案 施設の効率的運営のため、正規職員の退職不補
充・臨時職員への切替を行ってきた。今後、園
児・児童・生徒数の減少が見込まれるなか、安全
でおいしい給食の提供、食育の推進なども考慮の
うえ、施設の管理運営を検討していく必要があ
る。

千円 園児・児童・生徒が減少傾向にあるが、自所炊飯を完全実施
していることも考慮しながら職員配置、勤務形態になるよう
努める。

C6,196 3,304 3,955 千円

千円

895

施設名

1人当たりコスト（一般財源） 49,075

739 627 千円

財
源

保育料･使用料･授業料･給食費等

所在地 備前市吉永町岩崎363番地

目
的
・
意
図
す
る
成
果

学校教育の一環として、安全で
栄養バランスのとれた学校給食
が提供できるよう共同調理場な
ど、給食施設の運営管理を行い
ます。

維持補修費

管理運営
方法

■一部委託
　委託内容（消防設備点検、電
気保安管理、浄化槽管理、）
□すべて直営

一般財源

1.0

臨時職員 5.5 14,069 5.6

1.0 6,420 1.0 5,516

13,823

人件費

建設年月平成5年1月

その他（　　　　　　）

合　計

正規職員

物件費

備前市立吉永共同調理場 対象
市内の幼稚園園児、小学校児
童・中学校生徒、教職員（教
師、事務職員、調理員）

調理場
鉄筋コンクリート造　2階建　356㎡
平成5年1月
調理能力　700食

効率性評価
※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間） 判定

6,534 人/千円 毎年経常的に必要な修繕費

□統廃合を検討する
□指定管理者制度の導入が可能
□全面委託が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円 　施設、設備機器修繕料　500千円

今後5年間に必要となる大規模改修費

ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 建設内容・規模

経
　
　
　
費

項　　　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績 単位

％

ＰＬＡＮ ＤＯ

68,091 69,64451,668

人

46,592 千円

園児・児童・生徒　数 669

ＣＨＥＣＫ

園児・児童・生徒が減少傾向にあるが、衛生管理の徹底を考
慮したうえで適正な職員配置、勤務形態になるよう努める。

判定理由

合　計 36,994 46,438 46,592 千円 Ｈ24年度の状況及び管理運営の改善案 施設の効率的運営のため、正規職員の退職不補
充・臨時職員への切替を行ってきた。今後、園
児・児童・生徒数の減少が見込まれるなか、安全
でおいしい給食の提供、食育の推進なども考慮の
うえ、施設の効率的管理運営を検討していく必要
がある。

千円

建設年月平成16年2月

その他（　　　　　　）

調理場
鉄骨造　1階建　744㎡
平成16年2月
貯沸槽置場
木造造　１階建　27㎡
平成16年2月
調理能力　1,000食

人件費

正規職員

千円

C

千円

効率性評価
※評価の根拠
は下記にあり

14,628 人/千円臨時職員 4.0

今後5年間に必要となる大規模改修費

物件費 8,606 8,370 9,456 千円

維持補修費 1,004 840

保育料･使用料･授業料･給食費等

716 682

一般財源 36,994 46,438

10,232 3.6 8,707 5.8

3.0 4.0

平成22年度実績 平成23年度実績 単位 修繕・大規模改修（今後5年間） 判定

28,202 3.0 21,668 人/千円 毎年経常的に必要な修繕費

□統廃合を検討する
□指定管理者制度の導入が可能
□全面委託が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

　施設、設備機器修繕料　500千円

1,159

項　　　　目 平成21年度実績

施設名 備前市立日生共同調理場 対象
市内の幼稚園園児、小学校児
童・中学校生徒、教職員（教
師、事務職員、調理員）

17,152

基本情報 施設の目的等 建設内容・規模

経
　
　
　
費

所在地 備前市日生町寒河380番地36

目
的
・
意
図
す
る
成
果

学校教育の一環として、安全で
栄養バランスのとれた学校給食
が提供できるよう共同調理場な
ど、給食施設の運営管理を行い
ます。

管理運営
方法

■一部委託
　委託内容（消防設備点検、電
気保安管理、浄化槽管理）
□すべて直営

財
源

1人当たりコスト（一般財源）

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

5.2 13,114

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　保　育　園　・　調　理　場　）

基本目標 03
地域文化と人が輝くまちづ
くり

基本施策
問合せ先

（担当課・係・職・氏名）
教育総務課・庶務係・係長・入江章行01 未来を支える人材を育むまちづくり 01 給食施設管理運営事業施策 05 学校給食 事務事業



人 人 人

人 人 人

139178 168 157 152149計 208 199 201

　□ある　・　■ほとんどない

④管理運営に係るコスト削減の余地はあるか？

　・　□負担は求められない

　■適正である　・　□見直しの余地あり

（国等の基準、近隣団体に比べてどうか）

152 139 ③受益者負担は適正か？178 168 157 149片上小 208 199 201

Ｈ23

①施設の規模は適正か？（園児数等の観点から）

　■適正である　・　□適正でない

②廃止・近隣施設との統合について

　■検討の必要あり　・　□検討の必要なしＨ24 Ｈ25(見込) Ｈ26(見込) Ｈ27(見込)

％

園児・児童・
生徒数の推移

施設名： 備前市立片上小学校調理場

効
率
性
評
価
の
根
拠

年　度 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22

66,961 78,821

児童・生徒が減少しており、共同調理場の調理能力を生かす
ため配食する学校の再編や調理場再編の検討を行う必要があ
るものの、具体的な進行を予定していない。一般財源 12,959 11,919

人

1人当たりコスト（一般財源）

13,242 千円

判定理由

合　計 12,959 11,919 13,242 千円 Ｈ24年度の状況及び管理運営の改善案 児童・生徒が減少しており、単独調理場の廃止を
含め、調理場の調理能力を生かすため配食する学
校園を検討再編することが望ましい。単独校調理
配食を継続する要望が強いことは考慮するととも
に、米飯炊飯施設があることを念頭に置く必要が
ある。

千円

建設年月平成元年1月

その他（　　　　　　）

調理場
鉄筋コンクリート造　1階建　153㎡
平成元年1月

人件費

正規職員

千円

D

今後5年間に必要となる大規模改修費

物件費 2,485 1,714 2,478 千円

千円

維持補修費 217

64,473

447

保育料･使用料･授業料･給食費等

201 178 168

効率性評価
※評価の根拠
は下記にあり

3,783 人/千円臨時職員 1.5 3,837 1.5 3,419 1.5

1.0 1.0

平成22年度実績 平成23年度実績 単位 修繕・大規模改修（今後5年間） 判定

6,534 1.0 6,534 人/千円 毎年経常的に必要な修繕費

■統廃合を検討する
□指定管理者制度の導入が可能
□全面委託が可能
□事務等一部委託が可能
□現在の管理運営体制が望ましい

　施設、設備機器修繕料　500千円

252

平成21年度実績

施設名 備前市立片上小学校調理場 対象
市内の小学校児童、教職員（教
師、事務職員、調理員）

6,420

基本情報 施設の目的等 建設内容・規模

経
　
　
　
費

所在地 備前市西片上335番地

目
的
・
意
図
す
る
成
果

学校教育の一環として、安全で
栄養バランスのとれた学校給食
が提供できるよう共同調理場な
ど、給食施設の運営管理を行い
ます。

管理運営
方法

■一部委託
　委託内容（消防設備点検、米
飯調理一部委託）
□すべて直営

財
源

園児・児童・生徒　数

項　　　　目

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　保　育　園　・　調　理　場　）

基本目標 03
地域文化と人が輝くまちづ
くり

基本施策
問合せ先

（担当課・係・職・氏名）
教育総務課・庶務係・係長・入江章行01 未来を支える人材を育むまちづくり 01 給食施設管理運営事業施策 05 学校給食 事務事業


